
（様式第１号） 

みなと SDGs パートナー 登録申請書 

 

2026 年 2月 6日 

 

国土交通省港湾局長 殿 

 

みなとＳＤＧｓパートナー登録制度実施要綱第４条第１項に基づき、下記のとおり登録を申請します。 

 

１．概要 

企 業 ・ 団 体 名 日本通運株式会社 

所 在 地 〒101-8647 東京都千代田区神田和泉町 2番地 

代 表 者 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 竹添 進二郎 

担 当 者 連 絡 先 
電 話：03-6284-6050 

メール：nittsu-kouun-group@nipponexpress.com 

ウ ェ ブ サ イ ト Ｕ Ｒ Ｌ https://www.nittsu.co.jp/ 

 

２．港湾関係企業等としての事業の概要 

弊社は１９３７年設立の総合物流企業であり、日本をはじめ世界各地で事業を展開しております。 

港湾関係においては主要港をはじめ、日本各地の港湾において港湾運送事業の許可を保有し、コンテナ

ターミナル業務、在来船業務、自動車船業務等を営むとともに、船舶代理店、倉庫・保管、通関、陸上輸

送等の幅広いサービスを取り揃え、お客様のニーズにお応えしております。 

 

３側面 SDGs 達成に向けた重点的な取組 2030 年に向けた指標 

✓環境 

☐社会 

☐経済 

【気候変動への対応強化】 

～事業の脱炭素化を加速し、地球環境の保全に貢献する。 
 

NX グループは地球環境の保全を事業存続の前提の一つと位

置付け、サプライチェーン全体で CO2 排出量を削減し、カ

ーボンニュートラル社会の実現に貢献することを目指す。 

・2013 年比で NX グループ全体の CO2 自社排出量

の【50％削減】を目指す（Scope1,2） 

・2022 年比で NX グループ全体の Scope3（カテゴ

リー4）排出量の 25%削減を目指す 

・2022 年比で販売した化石燃料製品由来の

Scope3（カテゴリー11）排出量の 42%削減を目

指す 

☐環境 

✓社会 

✓経済 

【イノベーションを生む人財力の向上】 

～従業員一人ひとりの強みを活かし、お客様・社会に対す

る価値創出を目指す。 
 

従業員が幸せを感じ、やり甲斐を持って働き、多様で優秀な

人財が活躍することで、イノベーション創出を促進し、お客

様・社会に対する価値創出を目指す。 

・NX コアエンゲージメントスコア（pt） 

【76 以上】 （*2028 年目標として） 

（*2024 年度実績 72pt） 

☐環境 

✓社会 

✓経済 

【人権の尊重と責任ある企業活動の実現】 

～責任ある企業活動を徹底し、社会に信頼される存在であ

り続ける。 

 

NX グループは人権の尊重や安全・コンプライアンス・品質 

に対する価値観を基本とした現場力こそが価値を創り、社 

会からの信頼を得る土台であると位置づけている。責任あ 

る企業活動をグループ全体で徹底し、お客様や社会から信 

頼される存在であり続ける。 

・コンプライアンス違反による法的措置を伴う

重大事件発生件数 

 【0 件】 

 （*2024 年実績 0 件） 

 

・重大交通事故・重大労働災害・重大貨物事故の

撲滅 

                             （次項へ続く）



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

1
【差別の禁止】
・性別、年齢、障がい、国籍、出身などによる差別を防ぐ教育体制や相談体制を整
備し、差別がないことを確認している

NXグループは、「NXグループ行動憲章」の中で「人権
の尊重」を掲げ、企業活動において人権を尊重し、差
別的取扱いなどの人権侵害行為をしないこと、児童労
働、強制労働を認めないことを明記しています。さらに
2023年には人権尊重の責任を果たすことへの当社グ
ループのコミットメントとして「NXグループ人権方針」を策
定し、あらゆる事業活動の場において、人権、国籍、宗
教、障がい、性自認、性的嗜好、年齢などによるあらゆ
る差別を禁止するとともに、いじめ、ハラスメント、嫌がら
せの撲滅を徹底し、人権を尊重することを規定していま
す。

5.1
5.2
5.5

8.5
8.7
8.8

10.2
10.3

16.1
16.2
16.7

2
【ハラスメント禁止】
・セクハラ、マタハラ、パワハラ等のハラスメントを防ぐ、ルール・教育・相談体
制を整備している

NXグループ従業員に対して配布している、「NXグルー
プコンプライアンス・ハンドブック」（16言語）には、自ら児
童労働・強制労働をさせることの禁止、させる企業との
取引停止、人種・国・文化・性などによる差別・ハラスメ
ント等により相手の人権を侵害し、精神的苦痛を与える
行為の禁止を記載しています。当社グループは、これ
らを従業員教育の中で徹底しています。コンプライアン
ス経営の促進を図る有効なツールとして、社員教育等
で活用しています。

5.1
5.2
5.5

8.5
8.8

16.1

3
【労働時間】
・過度な長時間労働の防止に取り組んでいる

長時間労働により従業員の健康が損なわれることは
あってはならないことであり、NXグループでは、時間外
労働の削減に取り組んでいます。時間外労働の削減向
けて、日本通運株式会社は、RPAの活用や機械化等
による生産性の向上に取り組むとともに、勤務時間の弾
力的な運用を行うことでメリハリのある働き方を実現す
るなど、社員の柔軟な働き方を推進しています。

8.5
8.8

4
【外国人労働者】
・外国人労働者に対する差別、人権侵害がないことを確認している

グローバルな事業展開において、日本と海外各地域と
の懸け橋となり得る人財の育成も企業の成長に不可欠
です。日本通運株式会社では、新卒の外国人留学生
や経験者採用、プロフェッショナル採用における外国籍
人財の積極的な雇用を進めています。海外事業展開
を拡充する役割はもとより、多様な価値観を融合した新
たなビジネス領域を作る推進力として、今後の活躍が
期待されます。

4.4
8.5
8.7
8.8

10.2
10.3

5
【労働安全衛生】
・作業中の事故等を防ぐため、安全で衛生的な労働環境の整備に取り組んでいる

NXグループは、職場における安全と健康を確保するととも
に、快適な職場環境の形成を促進することを目的として「NX
グループ安全衛生規定」を定めています。法令の定めるとこ
ろにより必要に応じて安全衛生の責任者を配置し、当社グ
ループのすべての従業者が安全で安心して働くことができる
職場環境を整備しています。
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企業・団体名（　日本通運株式会社　）

具体的な取組
（公的な取得認証があれば、
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SDGs達成に向けた具体的な取組
（様式第２号）



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17具体的な取組
（公的な取得認証があれば、
併せて記載してください。）

主なSDGs（17ゴールと169ターゲット）関連項目

チェック項目

カ
テ
ゴ
リ

6
【メンタルヘルス】
・労働者のメンタルヘルスを良好に維持できるように対策に取り組んでいる

NXグループ各社では、ストレスチェックによるセルフ
チェックの確実な実施とともに、集団分析結果を活用し
た改善策を具体的に講じています。当社では職場の中
堅リーダーを対象としたラインケア研修やグループワー
クによる職場環境改善活動を実施するなど、働きやす
い職場づくりに力を入れています。また全国に保健師・
看護師資格を持った約160人の「保険指導員」を配置
し、メンタルヘルスに関する相談体制を整備しているほ
か、新社員にレジリエンスを向上させる研修や若手社
員を対象にコミュニケーション力を高める研修を実施し
ています。

3

7
【ダイバーシティ経営】
・多様な人材（女性、外国人、障がい者、高齢者等）が、十分に活躍できる環境の
整備に取り組んでいる

NXグループは、「NXグループダイバーシティ推進基本
方針」を軸に、さまざまな価値観や考えを持つ多様な
従業員一人ひとりが、それぞれの能力を最大限に発揮
し、働きがいや誇りを持ち、幸せを感じながら生き生きと
活躍する環境をつくることで、従業員と会社が共に成長
することを目指しています。このため、「ダイバーシティ、
エクイエティ＆インクルージョンの推進」を人財戦略骨
子の一つとし、NXグループエンゲージメントサーベイの
調査結果から、課題に対する施策の検討を行い、
PDCAを確実に回しながら経営計画の実現に向けた取
組みを進めています。

5.1
5.5

8.5
10.2
10.3

8
【人材育成】
・適切な能力開発、教育訓練の機会を従業員に提供している

NXグループは、「NXグループ経営計画2028」に連動し
た教育方針を策定し、NXグループユニバーシティが中
心となって、グループ一元化した教育体系の下、経営
戦略の遂行に資する人財の育成に取り組んでいます。
グループ間交流やイノベーションを起こす「場」、安全作
業の徹底や。技能伝承を促進する「場」として、対面で
の交流や座学を行う「NX－TEC芝浦」、実践的な技能
研修を行う「NX-TEC伊豆」を設けており、これらの研修
施設は宿泊施設も備え、研修に集中できる人材育成
の「場」として機能しています。

4 5.5 8 9

9
【公正な待遇】
・雇用形態に関わらず、同一労働同一賃金等の原則に沿って対応している

日本通運株式会社は、２０１９年４月より役割・職務に
基づく、仕事の貢献度合いを軸とした社員制度と賃金
制度を導入しています。従業員と同様の職務内容に従
事する有期雇用社員の労働条件については、社員に
準じることとし、雇用形態に関わらない公正な待遇とす
ることで全ての従業員がより前向きにポジティブに働くこ
とができる制度としています。

5.5 8.5
10.2
10.3

10
【健康経営】
・従業員への健康投資による生産性の向上等に取り組んでいる

NXグループでは、経営的な視点で従業員の健康づくり
に取り組む健康経営を実践することとしています。その
姿勢を内外へ示すとともに、これにより従業員の健康意
識の向上・醸成を図る目的で、2022年9月に「NXグ
ループ健康宣言」を策定し、健康経営推進体制を確立
しました。日本通運株式会社では自社の健康に関する
課題の解決に向けて、「衛生管理方針」策定し、2024
年度は、生活習慣の改善、メンタルヘルス不調の予防
に関する衛生目標を掲げ、全従業員を対象に食生活
改善、運動習慣の向上、睡眠改善に関する教育や参
加型セミナーを行っています。また、喫煙者を対象とし
たセミナーや肥満有所見者への個別指導により生活習
慣病予防を図っています。日本通運株式会社は2023
年度～2024年度の活動実績などが評価され、経済産
業省より健康経営優良法人2025（大規模法人部門）
に認定されました。
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17具体的な取組
（公的な取得認証があれば、
併せて記載してください。）

主なSDGs（17ゴールと169ターゲット）関連項目

チェック項目

カ
テ
ゴ
リ

11
【３Ｒの推進】
・事業活動等から発生する廃棄物の管理及び処理を適切に行う等、３Ｒ（リデュー
ス、リユース、リサイクル）の推進に取り組んでいる

NXグループは、循環型社会の形成に向け、事業活動
で排出される廃棄物の削減と３Rを推進しています。特
に、事業所の廃棄物を減らすリデュースに重点的に取
り組んでいます。また、リサイクルしやすいよう紙類など
の分別も徹底して行っています。

11.6
12.4
12.5

14.1

12
【エネルギー】
・自社のエネルギー使用量を把握し、エネルギー利用の効率化を進めている

NXグループは、「NXグループ環境憲章」の中で、エネ
ルギーの効率的活用のための行動指針として以下の3
つを定めています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
省資源、省エネルギー、3Rの推進による環境型社会
の構築に努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
再生可能エネルギーの利用を拡大する。　　　　　●お
客様の循環型社会への取組みを支援する。
【2024年 NXグループエネルギー使用量（原油換算）
：312,404 kl】

7.3 　 13

13
【温室効果ガス】
・自社の温室効果ガス排出量を把握し、排出量の削減を進めている

NXグループはお客様企業と物流事業者の連携および
協業を進め、トラック中心の輸送形態から、鉄道および
船舶を利用した輸送形態へ切り替える「モーダルシフ
ト」に数多く取り組んでいます。トラック、鉄道、船舶、航
空といった各輸送モードを有機的に結び付けるモーダ
ルシフトは、環境負荷の低減や輸送の効率化に加え、
BCP（事業継続計画）対策としても推進されています。
また、自動車輸送における環境負荷の低減に向けて、
「エコドライブ」を推進し、CO2排出や燃料消費を抑える
とともに、安全性向上に取り組んでいます。【2024年度
NXグループ CO2排出量(Scope1,2)：719,101 t-co2】

7.2
7.3

12.4 13.3

14
【有害化学物質】
・法令等で規制されている有害化学物質を把握し、使用量の抑制及び適切な使用に
取り組んでいる

日本通運株式会社においてPRTR法（特定化学物質の
環境への排出量の把握等および管理の改善の促進に
関する法律）の法律上の届出対象となる事業所はあり
ません。（対象化学物質の取扱い事業所は当社webサ
イトに掲載）　また当社は、2015年4月から施行された
「フロン排出抑制法」に対応するため、独自のフロン管
理システム「ECO-FREONTIA（エコフロンティア）」を運
用し、フロン類の漏えい防止に努めています。

3.9 6.3 11.6 12.4

15
【生物多様性】
・自社活動が生物多様性や生態系に悪影響を及ぼさないよう配慮している

日本通運株式会社は、生態系、人の生命や健康被
害、農畜産業の脅威となる特定外来生物の付着等の
防止に努めています。特にヒアリ類等「要緊急対処特
定外来生物」については、各事業所において、国が定
めた対応法令にのっとり、環境省、国土交通省、各自
治体等からの情報を基に、要緊急対処特定外来生物
の侵入に十分注意を払い、発見・確認された場合は、
関係各所や荷主であるお客様とも連携し、拡散防止措
置を講じるとともに貨物等の消毒や殺虫処理、コンテナ
の燻蒸処理など対処指針に基づき速やかに対応して
います。

6.6 15

16
【水の管理】
・水資源の利用状況を適切に管理し、利用効率の改善に取り組んでいる

2024年度　NXグループ（国内）水使用量
【1,003 千m3】

6.4
6.6

環
境



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17具体的な取組
（公的な取得認証があれば、
併せて記載してください。）

主なSDGs（17ゴールと169ターゲット）関連項目

チェック項目

カ
テ
ゴ
リ

17
【環境マネジメントシステム】
・ISO14001、または同等の環境マネジメント規格を取得している

NXグループでは、NXグループ環境憲章の行動指針「7.
環境経営推進システムの継続的改善を図る」の下、パ
フォーマンス改善の有効な手段として、グローバルでの
ISO14001認証の取得を推進しています。2024年12
月末現在、日本通運株式会社の16事業所、および海
外グループ会社27社が取得しています。（詳細は当社
WEBサイトへ掲載）　また、環境負荷の少ない事業を行
う企業に対して与えられるグリーン経営認証を各事業
所で取得しています。2025年2月末現在、日本通運株
式会社ではトラック部門で9事業所、倉庫部門で1事業
所が認証を取得しています。

3.9 6 7 12 13.3 14 15

18
【環境情報開示】
・環境の取り組みに関する情報を正しく開示している

NXグループは、企業の社会的公共的使命を自覚し、
地球環境保全に積極的に貢献するために「NXグルー
プ環境憲章」を制定し、自主的・積極的に地球温暖化
防止、生物多様性の保全、循環型社会の構築などに
取り組み、資源・エネルギーの効率活用に努めていま
す。NXグループでは環境対応の取組について、統合報
告書、サステナビリティレポート等をホームページなどを
通じて開示しています。

12.6

19
【再生可能エネルギーの利用】
・再生可能エネルギーの利用に取り組んでいる

NXグループは、環境に配慮した施設を拡充していま
す。物流施設や事務所などを新設する際の設備設置
基準の中で、再生可能エネルギーの活用、LED化など
の推進による温室効果ガス排出量削減に一層効果の
ある設備、生物多様性に配慮した設備や、従業員や地
域住民の安全衛生の向上と事業の継続に資する設備
であることを基準に定めています。　　　　　　　　【2024
年度の日本国内の再生エネルギー発電量　　：太陽光
発電量 8,142,603 kwh】

7.2 13

20
【天然資源の持続的利用】
・天然資源の持続的利用に配慮した調達に取り組んでいる

NXグループは持続可能な航空燃料（SAF）から得られ
る環境価値を購入し、お客様のサプライチェーンにおけ
るCO2排出量を削減できる航空輸送サービス「NX-
GREEN SAF Program」の日本でのサービス提供を開
始しました。2023年7月にNX欧州でサービスをスタート
した「NX-GREEN SAF Program」は、当社グループが提
供する全ての航空輸送サービスで利用できるカーボン
インセットプログラムです。SAFを利用した航空輸送は、
従来の化石燃料と比較して約80%のCO2排出量削減
が可能です。

12.2 13 14 15

21
【製品・サービスの安全性】
・製品・サービスの安全性を確保するための仕組みを構築している

NXグループが、これまで重視してきた安全・コンプライ
アンス・品質への高い意識や、常に最善の方法を追求
しながら社会インフラを支え続けてきたことは私たちの
誇りであり、未来に引き継ぐべき価値と捉えています。
NXグループは、「安全はすべてに優先する」という安全
理念の下、安全目標である「重大交通事故、重大労働
災害、重大貨物事故発生ゼロ」に向けてグループ全体
で取り組んでいます。無事故に向けた経営トップからの
メッセージ発信や、各社・各支店などの安全方針を、職
場全体会議を通じて伝達することで、安全への意識を
全従業員に浸透させています。各職場では小集団での
ボトムアップ活動として、安全確保に関する課題解決に
取り組み、事故の未然防止に努めています。また、技
術指導を行う指導員を養成し、従業員の技術向上と安
全意識の高揚を図っています。

3.9 12.4
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22
【品質保証】
・品質のよいモノやサービスを提供するための仕組みを構築している

日本通運株式会社は、WEBサイトに寄せられたお客様
からの「お問い合わせ、ご意見、ご要望」を全社で共有
できる「お客様相談受付システム（VoCS）」を導入して
います。WEBサイトのお問い合わせページは、お客様が
より容易にお問い合わせができるように、定期的なリ
ニューアルを実施しています。この改善活動により、お
客様からのお問い合わせ件数は増加しています。お客
様からいただいたご意見、ご要望をデータベース化する
ことで、社会情勢や経済の変化を捉えた新商品の開発
やサービス品質の改善などに取り組んでいきます。ま
た、引越しサービスをご利用いただいたお客様に、「引
越しアンケート」への回答をお願いしています。アンケー
トでいただいたご意見は今後のサービス（品質）改善や
商品開発に生かし、さらなる顧客満足とサービス（品
質）の向上につなげます。

9

23
【環境配慮】
・環境に配慮した製品の開発・設計に取り組んでいる

NXグループの引越しサービスは、反復資材（繰り返し使
える梱包資材）を積極的に使用し、地球環境に配慮し
た安心・安全な引越しを実現しています。例えば、独自
開発した反復資材は、お客様の大切な家財をしっかり
と保護し、スピーディーに梱包することができます。ま
た、繰り返し使用することができるため、引越し時のゴミ
を減らし、お客様にご好評いただいています。

6 12 13 14 15

24
【社会課題解決】
・社会課題を解決する製品・サービスの開発・展開に取り組んでいる

NXグループでは、「物流の2024年問題」や「脱炭素」と
いった社会的なテーマに対し課題を抱えているお客様
に向けて、低炭素に貢献する輸送やサービスを提供し
ています。一例として、鉄道貨物輸送は、トラック輸送と
比較して長距離かつ大量になるほど効率的で、安定的
な輸送手段です。また、環境にやさしく、エネルギー効
率も高いことから、CO2排出量の削減にも効果的です。
日本通運株式会社は、お客様と共に大量輸送から少
ロット輸送まで安心で安定した鉄道へのモーダルシフト
を推進することで、環境負荷の低減という社会課題に
取り組んでいます。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

25
【地域への配慮】
・自社事業が地域に与える影響を把握し適切に対応している

NXグループの事業は、道路や鉄道、港湾、空港などの
社会基盤の上に成り立っており、それぞれ関係する地
域や社会と密接に関わっています。当社グループは、
物流企業としての社会的、公共的使命を認識するとと
もに、地域社会と積極的にコミュニケーションを図り、地
域に根ざした社会貢献活動に取り組んでいます。

4 9 11 12 14 15 17

26
【社会貢献活動】
・寄付、ボランティアなど社会貢献活動に積極的に取り組んでいる

NXグループは、一般社団法人日本物流団体連合会
（物流連）が物流人財育成を目的に大学生を対象に実
施する講座に講師を派遣しています。物流を通して地
球温暖化等の環境問題の解決に取り組む当社グルー
プの活動を紹介し、「物流と環境問題」というテーマで
講義を実施しました。また、NXグループは地域に根差し
たさまざまな社会貢献活動を各地で展開しています。
主な活動実績：清掃活動、交通安全運動、祭礼への
協力・参加、職場献血活動、学校等への講師派遣な
ど。（詳細は当社WEBサイトへ掲載）
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27
【地域資源】
・地域資源を積極的に利用（地消地産、地産外商）している

NXグループは、環境社会貢献活動の一環として、山形
県飯豊町、鳥取県日南町に「NXグループの森」を設
け、「森の多面的機能を高める」、「地域社会への貢
献」、「環境人材の育成」をコンセプトに年に2回、町役
場や森林組合などの協力・指導の下、計画的に植樹
や下草刈りなどを行っています。当社グループの従業
員とその家族がボランティアとして参加しており、これま
での森林育成活動には、約2,000名以上が参加し、
10,000本以上の苗木を植樹しました。また、日本のみ
ならず、世界中で植樹活動を行っています。当社グ
ループは引き続き、自然環境を次世代につなぐための
活動に取り組んでいきます。

8 9 11 12 13  

28
【内部管理体制】
・SDGｓの達成に向けた経営理念及び経営目標を社内で共有している

NXグループは、NIPPON EXPRESSホールディングス株
式会社サステナビリティ推進部を中心にサステナビリ
ティ経営に取り組んでいます。また、当社グループのサ
ステナビリティ推進を担うサステナビリティ推進委員会
は、参加者をこれまでNIPPON EXPRESSホールディング
ス株式会社の執行役員から、グループ会社のサステナ
ビリティ担当役員まで拡大し、グループ全体で気候変
動問題を含むサステナビリティ全般の取組みのさらなる
加速および実効性向上を図っています。社内浸透の
取組みとして、NXグループは、サステナビリティ活動の
推進に当たり、当社グループの従業員一人ひとりが
日々の事業活動をの中で自律的にサステナビリティを
実践し、組織文化として定着することを目指し、サステ
ナビリティ全般に係る理解浸透・行動変容を図るための
教育・浸透を実施しています。

8 9 17

29
【法令遵守】
・反社会的勢力の排除、汚職や贈収賄、不正競争行為の防止など法令遵守の考えが
社内に浸透し、法令を確実に遵守する体制・仕組みを構築している

NXグループはコンプライアンス経営を推進するため、グ
ループ全体でコンプライアンスに関する教育研修に取り
組んでいます。教育研修はeラーニング、新入社員研
修、階層別研修などの集合研修、職場における教育な
ど、さまざまな形式で定期的に実施しています。2024
年度の当社グループ全体でのコンプライアンス教育研
修の受講者数は約73,000人、受講率はグループ全従
業員の約96%となりました。また、日本国内グループ各
社のコンプライアンス推進者を対象に、毎年、コンプライ
アンスの徹底に向け情報共有・意見交換を目的とした
会議を開催し、コンプライアンス意識の向上に取り組ん
でいます。

16

30
【組織体制】
・企業活動が社会・環境に及ぼす影響に対応する担当、専門部署などの体制を整備
している

NXグループ取締役会では、定期的にNXグループサス
テナビリティ方針・ビジョンに基づき重要課題（マテリアリ
ティ）の取組みの進捗について報告を受け、その状況を
評価、監督しています。加えて、社長を委員長としたサ
ステナビリティ推進委員会、コンプライアンス委員会、リ
スクマネジメント委員会などの専門委員会を設け、重要
課題（マテリアリティ）に係る気候変動への取組み、人
権尊重や従業員エンゲージメント向上に向けた取組み
について協議するとともに、当社グループで顕在化した
リスクの把握、対応の協議などを行っています。また、
労務環境や安全管理等業務監査を含む定期的な内
部監査の実施により、各分野の課題の把握と解決を着
実に推進する体制をとっています。
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31
【ステークホルダーとの対話】
・ステークホルダー（※）との対話により、自社の活動がステークホルダーに及ぼす
影響を把握し、適切に対応している（※利害関係者：消費者、投資家等及び社会全体）

NXグループは、サステナビリティ経営を通じて社会課題を
解決することで豊かな未来を創出し、企業価値を向上し
ていくためには、幅広いステークホルダーの皆さまと双方
向のコミュニケーションを持つことが重要と考えています。
株主・投資家、お客様、従業員、関係・協力会社、地域
社会、行政機関等のステークホルダーの皆様との主な対
話方法（頻度・実績）についての詳細は当社WEBサイトへ
掲載しております。

16 17

32
【リスクマネジメント】
・法令遵守、環境安全衛生、労働環境などに関するリスクを特定、評価し、マネジ
メントするプロセスを整備している

NXグループは、NIPPON EXPRESSホールディングス株
式会社の代表取締役社長を委員長とする「リスクマネ
ジメント委員会」を設置し、グループ全体でのリスク管理
体制の整備に努めるとともに、当社グループにおけるリ
スク管理に係る活動については、リスクマネジメント委員
会に定期的に報告されています。リスク管理において
は、当社リスク統括部門がグループ全体におけるリスク
の棚卸およびリスク評価の定期的実施の推進、グルー
プにおける重要リスクの特定、重要リスクのモニタリング
を行い、リスク所管部門はグループ各社と連携し、リス
クへの対応に取り組んでいます。加えて、全社的リスク
管理体制の浸透には、経営層のリスクリテラシーの向
上が重要であることに鑑み、役員および管理職対象の
リスク管理教育を展開しています。

16

33
【社会的責任】
・ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）の考えに基づき
企業活動が社会・環境に及ぼす影響に対して、責任を持った対応に取り組んでいる

NXグループでは、欧州の開示規制に対応する中でダブ
ル・マテリアリティの考え方にのっとり、環境・社会課題
が当社に与える財務的な影響、当社活動による環境・
社会に与える影響等の相互影響を考慮し5項目の重
要課題（マテリアリティ）を特定しました。特定にあたって
は、STEP1：候補テーマのリスト化、STEP2：ステークホ
ルダー視点（当社活動による環境・社会に与える影響）
での優先度分析、STEP3：ビジネス視点（環境・社会が
及ぼす当社への影響）での優先度分析、STEP4：重要
課題（マテリアリティ）の選定、を経て当社グループが取
り組むべき課題を抽出しています。特定した重要課題
（マテリアリティ）については、経営計画のサイクル、ある
いは、規制や事業環境の変化を定期的に確認する中
で再評価を行っており、今後も、国際的な潮流を踏ま
えて、当社グループが取り組むべき課題の見直しを
行っていきます。

16  

34
【事業継続】
・事故や災害などの発生における事業継続計画を立案している

NXグループは、当社グループ各社の事業継続計画
(BCP)の考え方の基本となる「NXグループ事業継続基
本方針」を制定しています。本方針は社外向けWEBサ
イトに公開しており、お客様やステークホルダーにも開
示することにより、「人命・安全の最優先」、「社会に対
する貢献」、「お客様への支援」、「グループ各社での事
業継続計画(BCP)策定の推進」、「平常時からの備え」
等、グループとしての基本的な姿勢を明確にしていま
す。グループ各社では、本方針に基づき、事業継続計
画(BCP)の策定・整備を推進しています。

9 11 13.1 16
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【事業承継】
・事業承継に関する検討・対策を行っている

NXグループは、将来の経営を担う人材の育成と活用は経営
における重要な課題であると認識し、グループ企業理念に基
づく持続的な企業運営を担う人材を、計画的に育成します。
CEOの後継者育成計画においては、取締役会等が適切に
関与していくことで、客観性と透明性を確保します。また、当
社グループを牽引する最適なリーダーが継続的に存在する
ように、適切な教育や成長機会を提供しながら候補者群と
なる経営人財の育成に注力し、当社グループのCEOとしての
必要な要件・資質、候補者群の選抜・育成プロセスなどを
CEOの後継者育成計画として策定します。CEOは、後継者育
成計画に基づき選抜・育成を行い、最終的な後継者を選定
し、報酬・指名諮問委員会へ提示します。同会において後継
者育成計画について、独立した視点から客観的かつ多角的
に検討し、必要に応じ助言するなどの関与を行い、CEOより
提示された後継者の妥当性について審議し、取締役会へ答
申します。報酬・指名諮問委員会から答申された後継者に
ついては、取締役会で審議し、決定します。

8 9 17

上記以外で設定した取組項目
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【記載留意事項】
・各カテゴリ毎に少なくとも１つ以上の項目に「具体的な取組」を記載して下さい。
・列の高さは適宜修正して頂いて構いませんが、取組がない事項であっても列を削除しないでください。（空欄で結構です。）
・今回の申請に合わせて、今後取り組む予定のものについても「具体的な取組」として記載頂くことが可能ですので、積極的に記載して下さい。
・なお、今後取り組むものについては、「具体的な取組」の前に【予定】と記載してください。
・「具体的な取組」には、チェック内容に関する具体的な取組を記載してください。
・取組に関連する国際機関、国、県、市町村等の認証・認定等を取得している場合は、その旨を併せて記載してください。
・「主なSDGs（17ゴールと169ターゲット）関連項目」はあくまでも標準的なゴールとターゲット番号を記載したものです。個別の取組に合わせて必要に応じて適宜変更して下さい。

独自に設定したSDGsに資する取組


